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研究要旨：【目的】 我が国の自殺対策のビジョンとしての「生きることの包括的支援とし

ての自殺対策」を地域の実情に応じて実現するために求められる包括的支援モデルを示し、

将来の我が国の自殺対策の推進に資することが本研究の目的である。最終年度である令和

元年度においては、研究分担者は平成 29 年〜30 年度の研究成果を踏まえて、厚生労働行

政における自殺対策の施策展開に資する政策的方向性を提示することを目的として研究を

行った。具体的には、子ども・若者対策（ＳＯＳの出し方教育およびソーシャルメディア

対策等を含む）、関連諸施策との連動に基づく地域自殺対策包括支援モデルの具体的な展

開、地域自殺対策を支える最新の統計分析とその活用、適切な医療保健福祉モデルの構築

の各研究領域において最終的な研究成果を明らかにした。 

【方法】以下の 16 の研究課題について、政策研究、介入研究・疫学研究、訪問調査研究・

質的評価研究等の手法を用いて分担研究を実施した。（１）韓国の自殺予防法におけるオン

ライン自殺誘発情報に関する施策体系、（２）自殺対策を推進するためにメディア関係者に

知ってもらいたい基礎知識 2017 年最新版、（３）S.O.S Amitié における若者を対象とした

相談事業～とくにチャット相談事業の現状と課題について～、（４）コミュニティー・エン

ゲージメントは自殺対策とどのように関わるのか、（５）韓国における子ども・若者の自殺対

策に関する調査研究、（６）米国における心理的危機へのテキスト相談の現状〜Crisis Text 
Line の組織、相談支援、相談員の育成システム等について〜、（７）社会参加をしていない

地域高齢者の特徴とその関連要因～地域高齢者の包括的自殺対策に向けて～、（８）第４回

国際自殺対策フォーラム～ハラスメント防止法と自殺対策～、（９）フランスと日本のハラ

スメント防止法と自殺対策、（１０）子供の貧困と自殺対策に関する研究～都市部における

問題解決方策～、（１１）自殺リスク要因を検討するミクロデータ分析環境の構築と自殺総

合対策に資する統計的活動、（１２）死因究明制度と連動した死亡情報データの活用による 

-1-



自殺対策の推進に関する研究、（１３）命の教育プロジェクト―SOS の出し方・気づき

方 ―、（１４）自殺対策における適切な精神科医療体制の在り方に関する研究～未受療者

および未成年者にどうアプローチするか～、（１５）自殺対策と生活支援の連関に関する

研究、（１６）東京都足立区における寄り添い支援事業（PS 支援事業）の効果に関する分

析。 

 以上の研究成果と第４回国際自殺対策フォーラム等での討議に基づき、研究代表者が将

来の我が国の自殺対策の推進に資する包括支援モデルを提示した。 

【研究結果】（１）我が国の自殺対策の推進に資する包括支援モデルの構成要因の検討：

各研究分担者が報告した過去３年間の研究成果報告書と研究者間の討議結果をもとに、包

括的支援モデルで考慮することが望ましい以下の１０の構成要因を抽出した：地域環境要

因（コミュニティー・エンゲージメント、社会参加）、居住環境要因（都市部と農村部）、

年代別要因（若者、壮年者、高齢者）、保健医療要因（精神科医療体制、地域保健体制）、

社会福祉要因（生活保護・生活困窮、寄り添い支援事業）、教育環境要因（SOS の出し方

に関する教育、自殺予防教育の国際比較）、職場環境要因（ハラスメント法制の国際的動

向）、IT 環境要因（SNS 相談・オンライン相談の最新の動向）、メディア要因（メディア

と自殺対策・WHO のガイドライン）、統計整備要因（公的ミクロデータ活用、死亡情報

データと死因究明制度）。（２）自殺対策推進のための包括的支援モデル：これらの諸要因

を考慮して、本研究の研究課題を３つの視点で整理した。第一に、年代別要因を横軸に国

内・国際研究を縦軸にした包括的支援モデルの見取り図である。第二に本研究において行

われた研究手法に基づく分類でモデルを考えるという見取り図である。第三に、子ども・

若者の自殺対策に焦点を当てた包括的支援モデルの見取り図である。最終的には、コミュ

ニティー・エンゲージメントの理念に基づく包括的支援モデルの構築を行った。この包括

的支援モデルは、世代別の自殺対策（子ども・若者対策、壮年者対策、高齢者対策）につ

いて、本研究の成果に基づく近い将来の日本の自殺対策の政策群の見取り図を示すもので

ある。世代別の対策は場の設定のアプローチ（Setting approach）と連動し、当該施策群

をどの生活の場において展開すべきかを常に念頭に置くことができるようにした。このよ

うなモデルを示すことで、将来の地域自殺対策政策パッケージの企画立案において、現場

での実践を念頭においた政策群の立案を可能にすることを意図している。この包括的支援

モデルは WHO の提唱するコミュニティー・エンゲージメントの理念に基づき構築するこ

とで、国際標準としての社会実装を可能にした。これにより、本研究が提示する包括的支

援モデルとしての「日本モデル」の自殺対策をアジアをはじめとする開発途上国において

も展開可能にし、日本の自殺対策の公共政策輸出を一層促進させることが可能となる。 

【考察】自殺対策の国際的な研究動向を十分に踏まえて、コミュニティー・エンゲージメ

ントの理念に基づく地域の実情に応じた自殺対策推進のための包括的支援モデルを構築

し、提示することができた。このモデルでは、世代別かつ場の設定のアプローチに基づく

政策群を、海外の先進的な好事例の導入を念頭におきつつ、我が国の地域の実情に応じた

包括的支援モデルを提示することになった。本研究により行われた多様な研究成果は新た

な政策課題の展開方策にも資するものと考えられる。
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例えば、ソーシャル・キャピタルの醸成や居場所づくり活動の政策開発は高齢者のみな

らず、孤立しがちな若者の自殺対策としても適用できる可能性がある。メディアと自殺対

策に関する本研究の成果は、基本的にはソーシャルメディアの特性を十分に考慮にいれれ

ば、ストリーミング動画サービスに伴う自殺問題にも適用可能である。関連諸施策との連

動に基づく地域自殺対策包括支援モデルの具体的な展開、地域自殺対策を支える最新の統

計分析とその活用、適切な医療保健福祉モデルの構築等の各研究領域において、本報告で

示された研究成果は有用であると考えられる。

また、改正当時とは社会情勢が異なり新たな対応が求められている領域がある。IT 社会

の進展に伴うストリーミング動画のリアリティー番組による誹謗中傷と出演者の自殺問

題、COVID-19 のパンデミックに伴う経済危機と自殺リスクの高まり等、社会の進化に伴

う新たな課題が生起してきた。IT メディアによる自殺問題や感染症流行に必ず付随する

スティグマへの対策は自殺対策の根本に横たわる課題として取り組まれる必要がある。こ

れらの新たな課題に対しては新たな発想による研究が求められると思いがちだが、本研究

により行われた多様な研究成果は、このような新たな政策課題の展開方策にも資するもの

と考えられる。例えば、ソーシャル・キャピタルの醸成や居場所づくり活動の政策開発は

高齢者のみならず、孤立しがちな若者の自殺対策としても有用である可能性がある。メデ

ィアと自殺対策に関する本研究の成果は、基本的にはソーシャルメディアの特性を十分に

考慮にいれれば、ストリーミング動画サービスに伴う自殺問題にも応用可能である。
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（研究目的）

我が国の自殺対策のビジョンとしての「生き

ることの包括的支援としての自殺対策」を地域

の実情に応じて実現するために求められる包括

的支援モデルを示し、将来の我が国の自殺対策

の推進に資することが本研究の目的である。最

終年度である令和元年度においては、研究分担

者は平成 29 年〜30 年度の研究成果を踏まえ

て、厚生労働行政における自殺対策の施策展開

に資する政策的方向性を提示することを目的と

して研究を行った。具体的には、子ども・若者

対策（ＳＯＳの出し方教育およびソーシャルメ

ディア対策等を含む）、関連諸施策との連動に

基づく地域自殺対策包括支援モデルの具体的な

展開、地域自殺対策を支える最新の統計分析と

その活用、適切な医療保健福祉モデルの構築の

各研究領域において最終的な研究成果を明らか

にした。

分担研究の成果を踏まえて、研究代表者が将

来の我が国の自殺対策の推進に資する包括支援

モデルを提示した。

（研究方法） 

以下の１６の研究課題について、政策研究、

介入研究・疫学研究、訪問調査研究・質的評価

研究等の手法を用いて分担研究を実施した。

（１）韓国の自殺予防法におけるオンライン自

殺誘発情報に関する施策体系、（２）自殺対策

を推進するためにメディア関係者に知ってもら

いたい基礎知識 2017 年最新版、（３）S.O.S 

Amitié における若者を対象とした相談事業～

とくにチャット相談事業の現状と課題について

～、(４）コミュニティー・エンゲージメント

は自殺対策とどのように関わるのか、（５）韓

国における子ども・若者の自殺対策に関する調

査研究、（６）米国における心理的危機へのテ

キスト相談の現状〜Crisis Text Line の組織、

相談支援、相談員の育成システム等について

〜、（７）社会参加をしていない地域高齢者の

特徴とその関連要因～地域高齢者の包括的自殺

対策に向けて～、（８）第４回国際自殺対策フ

ォーラム～ハラスメント防止法と自殺対策～、

（９）フランスと日本のハラスメント防止法と

自殺対策、（１０）子供の貧困と自殺対策に関

する研究～都市部における問題解決方策～、

（１１）自殺リスク要因を検討するミクロデー

タ分析環境の構築と自殺総合対策に資する統計

的活動、（１２）死因究明制度と連動した死亡

情報データの活用による自殺対策の推進に関す

る研究、（１３）命の教育プロジェクト―SOS

の出し方・気づき方―、（１４）自殺対策にお

ける適切な精神科医療体制の在り方に関する研

究～未受療者および未成年者にどうアプローチ

するか～、（１５）自殺対策と生活支援の連関

に関する研究、（１６）東京都足立区における

寄り添い支援事業（PS 支援事業）の効果に関

する分析。

 以上の研究成果と第４回国際自殺対策フォー

ラム等での討議に基づき、研究代表者が将来の

我が国の自殺対策の推進に資する包括支援モデ

ルを提示した。

（研究結果） 

（１） 我が国の自殺対策の推進に資する包括

支援モデルの構成要因の検討

 各研究分担者が報告した過去３年間の研究成

果報告書と研究者間の討議結果をもとに、包括

的支援モデルで考慮することが望ましい 10 の

構成要因を抽出した（表１）。すなわち、以下

の１０の諸要因である。
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（１） 地域環境要因：コミュニティー・エン

ゲージメント、社会参加

（２）居住環境要因：都市部と農村部

（３）年代別要因 ：若者、壮年者、高齢者

（４）保健医療要因：精神科医療体制、地域保

健体制

（５）社会福祉要因：生活保護・生活困窮、寄

り添い支援事業

（６）教育環境要因：SOS の出し方に関する 

教育、自殺予防教育の国際比較

（７）職場環境要因：ハラスメント法制の国際

的動向

（８）IT 環境要因 ：SNS 相談・オンライン 

相談の最新の動向

（９）メディア要因：メディアと自殺（WHO 

のガイドライン）

（１０）統計整備要因 ：公的ミクロデータ活

用、死亡情報データと死因究明制度 

表１．自殺対策推進のための包括的支援モデ

ル：本研究で検討された諸要因

（２）自殺対策推進のための包括的支援モデル

 次に、これらの諸要因を考慮して、本研究の

研究課題を３つの視点で整理した。第一に、年

代別要因を横軸に国内・国際研究を縦軸にした

包括的支援モデルの見取り図である。（末尾頁

に拡大図を添付）

図１. 年代別要因に見た包括的支援モデルの 
見取り図。

若者世代の自殺対策については重点的に研究

を実施した。SOS の出し方に関する教育の現

場での実践モデルを提示し、東京都や北海道に

おいてその社会実装モデルを検証した。若者の

自傷行動や自殺未遂者ケアは自殺対策の中核と

なる課題であることから、臨床現場の実情の分

析をもとに精神科救急医療モデルを提示した。

また、子ども若者の自殺対策の海外の先進事例

の情報収集と分析を積極的に行ったが、これは

我が国において喫緊の課題となった子ども若者

の自殺対策の構築にあたり、海外の好事例の導

入を検討する可能性を考慮したためである。

SNS 相談やオンライン相談のシステム構築は

アメリカの民間団体である Crisis Text Line が

参考となることから、Crisis Text Line のシス

テムについて詳細な情報提供を行った。また、

フランスの S.O.S Amitié や韓国の自殺未遂者

対策も日本よりは進んでいることから情報収集

に努めて迅速な報告を行った。

壮年者の自殺対策については、職場のハラス

メント対策としての国際的な法制度比較を行っ

た。職場の過労自殺対策として、長時間労働対

策と同時にハラスメント防止対策が重要である

ことは、電通事件の事例等を通じて明らかにさ

れている。国際自殺対策フォーラムで報告され
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たフランスの法制度整備の動向は我が国の対策

にも資すると考えられた。

高齢者の自殺対策については、本研究では地

域づくりとしての自殺対策の推進、とりわけ地

域のソーシャル・キャピタルの醸成と社会参加

の促進は今後の地域自殺対策の政策パッケージ

の改定にあたりきわめて重要な議題になると考

えている。本研究で示された研究成果をもと

に、地域のソーシャル・キャピタルの醸成と社

会参加の促進を核にした地域自殺対策の政策パ

ッケージを体系化することが重要であると考え

ている。また、高齢者に限らないが、すべての

世代において、コミュニティー・エンゲージメ

ントの理念と具体的な政策づくりを今後積極的

に進めていくことが、地域自殺対策の推進にお

いて求められている。WHO が進めるコミュニ

ティー・エンゲージメントの自殺対策への落と

し込みは、開発途上国のみならず、先進的な国

家自殺対策戦略を進めている日本においても必

要である。

 第二の包括的支援モデルの見取り図を図２に

示した。この見取り図は、本研究において行わ

れた研究手法に基づく分類でモデルを考えると

いうものである。

図 2．研究手法の分類で見た包括的支援モデル 
の見取り図。

 本研究では社会実装を見据えた政策研究を重

視してきたが、社会科学的手法に基づく政策研

究だけでなく、公衆衛生学的観点に基づく地域

の現場をフィールドとした実証的な介入研究・

疫学研究や訪問調査研究・質的評価研究を併用

して、エビデンスに基づく政策（Evidence-

based Policy Making）の実現を寄与できるよ

うにした。

 地域づくり型自殺対策の推進については、

WHO の提唱するコミュニティー・エンゲージ

メントの考え方を導入し、具体的施策に反映さ

せることが今後重要な課題になると考えられ

る。WHO がコミュニティー・エンゲージメン

トと自殺対策を結びつけて推奨する背景や政策

の理念を明らかにすることで、我が国の地域自

殺対策に欠けている視点が照らし出される。将

来の地域自殺対策の政策パッケージの改定にあ

たり、コミュニティー・エンゲージメントの理

念を反映させた地域自殺対策の進め方を反映で

きるようにすることが求められている。本研究

の研究成果の社会実装にむけて、コミュニティ

ー・エンゲージメントの理念の関係者への周知

と普及を図ることが必要である。

 訪問調査研究においては、インターネット社

会化が我が国より進んでいるアメリカ、フラン

ス、韓国におけるオンライン相談の現状と課題

を明らかにした。諸外国の現状と優れたシステ

ム構築を視察したことにより、我が国の SNS

相談やオンライン相談のシステム構築への提言

が可能となった。

 また死因究明制度の国際比較研究では、研究

分担者の岩瀬博太郎氏の「死因究明制度と連動

した死亡情報データの活用による自殺対策の推

進に関する研究」により、スウェーデンのデー

タベースを調査した結果、個人識別番号に基づ

き、病歴、処方薬等の生前情報と、法医解剖時

に得られた死因や薬物等の情報が統合されるシ
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ステムがあり、研究や施策に生かされていた。

このようなシステムは本邦に直ちに導入できる

ものではないが、あらためて幅の広い死亡調査

と、その後の情報の集積とその利用の意義の重

要性を認識させる結果が得られた。

 介入研究・疫学研究においては、科学的に重

要な知見が得られた。具体的には、研究分担者

の井門正美氏らが北海道教育大学モデルとして

実施した SOS の出し方に関する教育の出前授

業は新十津川町立新十津川中学校２クラス、札

幌市立白楊小学校２クラス、北海道教育大学附

属函館小学校２クラスで実施された。これらの

知見をもとに、児童生徒の SOS の出し方に関

する教育の施策の推進や地域における寄り添い

パーソナルサポート事業の現場での取組が一層

加速されることになると考えられる。これらの

施策の社会実装化の推進は本研究の大きな成果

のひとつである。

 次に、自殺対策の政策研究を進めていく上で

不可欠の基盤的研究として、公的ミクロデータ

を活用した自殺統計の整備と自殺統計の分析が

ある。研究分担者の椿広計氏らの研究チームは

この領域で一環して優れた研究を行い、自殺リ

スク要因を検討するミクロデータ分析環境の構

築と自殺総合対策に資する統計活動についての

知見を深めてきた。総務省統計局統計データ利

活用センターの協力を受け、平成 30 年度構築

した情報・システム研究機構データサイエ ン

ス共同利用基盤施設オンサイト拠点で、総務省

社会生活基本調査生活編個票データを用いた自

殺総合対策に資するデータ分析を行った。その

結果、線形ロジスティック回帰モデルで推定し

た上で、AIC を用いてモデル選択をおこなっ

た分析により、高齢化と共に自殺率増大という

交互作用が認められるのは、睡眠時間（1%有

意），単独介護看護時間(p value =0.21)、非単

独介護看護時間 (10%有意) 、マスメディア時

間(p value = 0.11)、交際時間(1%有意)であり、

逆に高齢化と共に自殺率減少という交互作用が

あるのは、スポーツ時間(0.1%有意)、家事時間

(p value =0.12)、単独家事時間(5%有意)であっ

た。以上の結果は、地域高齢者の包括的自殺対

策として個人レベルの対策として、スポーツの

勧奨、家事を積極的に行う等の高齢者の QOL

を高める生活指導が有効であることを示唆して

いる。

 政策研究として重要課題に取り組んだ研究分

担者の近藤伸介氏は、「自殺対策における適切

な精神科医療体制の在り方に関する研究」によ

り、東京大学救命センターに救急搬送された

164 件の自殺企図及び自傷行為と認められた患

者を対象とした自殺未遂者の実態調査を実施し

（H28〜30 年度）、自殺関連行動で救急搬送さ

れた患者のうち、２割近くが精神科未受療者

(index case)で、このうち 70％が自殺企図であ

ることを明らかにした。

精神科診察を必要とした救急搬送の約半数は

自傷行為・自殺企図が原因であった。残りはて

んかん発作や統合失調症疑いによる診察依頼な

どが占めていた。自傷行為や自殺企図の手段と

しては過量服薬が最多であった。自殺の意図が

明確な自殺企図群の 14％で複数の手段が用い

られていたという新しい知見が得られた。既遂

へとエスカレートしていく過程や過量服薬との

相乗効果など、今後の精査が必要である。多く

の患者が帰宅可能と判断されていた一方で、自

殺企図群の３割以上が引き続いて精神科入院と

なっていた。また、精神科未受診者が全体の２

割近くを占めており、救急搬送によって初めて

覚知されていた。救急医療の現場は自殺未遂者
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支援の前線であり、精神科受療につながるチャ

ンスである。救急受診を契機に精神科治療や環

境調整を導入することは再企図防止に大きな効

果を持つと考えられる。救急医療から精神科治

療への連携が叫ばれるが、一般医療と精神医療

を分断してきた長年の施策と慣習がそれを阻ん

でおり、救急医療機関での精神科専門職の配置

や総合病院での精神科病棟の整備などを制度的

に推進していく必要がある。以上より、未受療

者は医療につながる前に深刻な自殺企図に至っ

ており、未遂者支援はもとより、未受療者への

アプローチが重要と考えられた。

自殺対策と生活困窮者自立支援制度の連携

は、改正自殺対策基本法の改正の趣旨を最も反

映する自殺対策の施策であると考えられる。研

究分担者の清水康之氏は「東京都足立区におけ

る寄り添い支援事業（PS 支援事業）の効果に

関する分析」において、東京都足立区における

PS（パーソナル・サポート）支援事業の効果

に関する検討を行った。PS 支援事業の効果の

検証で明らかになったことは、制度的な側面へ

の効果と支援対象者への効果との２種が挙げら

れる。制度的な側面への効果としては、自殺対

策と生活困窮者自立支援制度との連携を円滑な

ものとしていること、また様々な課題を抱えて

困難な状況にある者の最後の受け皿として機能

していること、生活困窮者自立支援制度におけ

る各種事業の展開に際して有益な示唆を提供し

ていること等が指摘された。一方で支援対象者

に対するアンケート調査の結果から、回答者の

多くが PS 支援事業に対して満足していること

がわかったが、その背景には、他者に自分の問

題や悩みを相談することができる／相談しても

よいのだと感じられるようになるなど、相談行

動を取ることへの抵抗感が薄れたこと、また

PS 支援事業を利用し始めた当時と比べて、現

在のほうがイライラしたり不安になったりする

などのネガティブな気持ちや状況が改善された

ことなどの理由が挙げられる。地域の課題が今

後ますます多様化、複雑化していく中で、自治

体の各種施策もまた相互に連動させて実施して

いくことが求められるが、PS 支援事業は、そ

うした施策の連動性を高める事業として機能し

てきており、今後さらなる事業の展開が求めら

れる。 

 第三に、子ども・若者の自殺対策に焦点を当

てた包括的支援モデルを示した。

図３.子ども・若者の自殺対策に焦点を当てた 
包括的支援モデルの見取り図。

2016 年の自殺対策基本法の改正にあたり、

重点施策と位置づけられた子ども・若者の自殺

対策であるが、科学的根拠に基づく施策の推進

が求められている。本研究はこのような政策ニ

ーズに応える研究成果を得ることができた。ま

ず、SOS の出し方の教育に関する海外の実情

と疫学研究のリビューに基づく、政策の根拠の

提示を行うことができた（学校の場における自

殺対策教育のエビデンス、自殺総合政策研究第

１巻第２号、12〜13 頁；命の教育プロジェク

ト―SOS の出し方・気づき方―、井門研究分

担者）。

さらに、藤原武男研究分担者の「子供の貧困

と自殺対策に関する研究～都市部における問題
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解決方策～」では、生物医学的研究手法を用い

て、子ども・若者の自殺のリスク要因としての

レジリエンスを科学的に評価するバイオマーカ

ーとして血中の脂質濃度との関連を調べる（N

＝1056）。その結果、脂質、特に LDL が高い

場合にレジリエンスが有意に低いことがわか

り、脂質がレジリエンスのマーカーとなること

が示唆された。脂質は食事の取り方にも関係し

ているものと推測されることから、子ども・若

者の食事への介入によりレジリエンスを改善す

る可能性が示唆された。このような、バイオマ

ーカーに関する研究は母子保健の現場での活用

も可能となると考えられ、今後具体的な施策の

企画に繋げていくことが期待される。

最後に、図４に本研究の研究成果をもとに、

コミュニティー・エンゲージメントの理念に基

づく包括的支援モデルの構築を行った。

図 4．コミュニティー・エンゲージメントの

理念に基づく包括的支援モデルの構築

この包括的支援モデルは、世代別の自殺対策

（子ども・若者対策、壮年者対策、高齢者対

策）について、本研究の成果に基づく近い将来

の日本の自殺対策の政策群の見取り図を示すも

のである。世代別の対策は場の設定のアプロー

チ（Setting approach）と連動し、当該施策群

をどの生活の場において展開すべきかを常に念

頭に置くことができるようにする。このような

構造を示すことで、地域自殺対策政策パッケー

ジの企画立案において、現場での実践を念頭に

おいた施策群の立案を可能にすることを意図し

ている。この包括的支援モデルは WHO の提唱

するコミュニティー・エンゲージメントの理念

に基づくものとし、国際標準としての社会実装

を可能にし、いわゆる包括的支援モデルとして

の「日本モデル」の自殺対策をアジアをはじ

めとする開発途上国においても展開可能に

し、日本の自殺対策の公共輸出を容易ならしめ

るものとするものである。

子ども・若者の自殺対策は、特に本研究にお

いて力を注いだ政策パッケージであり、IT 時

代に対応した自殺対策であるオンライン相談の

システム構築、IT メディアと自殺に関する問

題（ネット上の誹謗中傷やいじめによる自殺、

ストリーミング動画配信におけるリアリティー

番組と出演者の自殺、過激な番組内容による若

者の自殺誘発問題（Netflix の「13 の理由」問

題）等）、自傷行動を繰り返す若者に対する医

療的対応と福祉的対応の取組の必要性、社会格

差の拡大に伴う子どもの貧困問題など、さまざ

まな喫緊の課題に対応するため新たな発想にも

とづく効果的な対策の立案とその政策展開が求

められている。

 壮年者の自殺対策は、日本においては、長時

間労働やハラスメントに起因する過労自殺問題

への的確な政策対応がまずは求められている。

法制度面の改善だけでなく、職場における労働

安全衛生体制の一層の改善とメンタルヘルス対

策の強化が重要である。とりわけ、小規模事業

場におけるメンタルヘルス対策の不十分な取組

を改善するための実効あるアクションプログラ

ムの立案と現場への還元が不可欠である。

 高齢者の自殺対策は、地域自殺対策の中では

科学的検証が最も進んでいる領域である。高齢
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化の一層進展する社会では、子ども・若者の自

殺対策以上に重要性が増加している領域であ

る。高齢者の自殺対策は心身の健康状態が確実

に低下する世代であることから、保健福祉のみ

ならず医療においても適切な対策がなされなけ

ればならない。一次予防の観点からは、地域づ

くり活動の活性化による地域のソーシャル・キ

ャピタルの醸成に関する研究を本研究では重視

した。高齢者の社会的ネットワークを強化し、

人と人との交流を活発化し、互助と信頼に基づ

くソーシャル・キャピタルを強化することで、

高齢者の社会参加を促進することができると考

えられる。高齢者の社会参加を進めることが高

齢者のメンタルヘルスのレベルを高め、地域全

体のソーシャル・キャピタルの醸成に寄与する

ものと考えられることから、将来の高齢者を対

象とする地域自殺対策政策パッケージにおい

て、「地域のソーシャル・キャピタルを醸成す

る政策パッケージ」の概念を明確化しその展開

方策に向けた具体的プロセスを明らかにするこ

とが望まれる。高齢者の社会参加を進めると同

時に、より自殺リスクの高い社会的孤立に陥っ

た高齢者を地域に導くための居場所づくりの施

策を推進することが望ましい。研究代表者の本

橋豊・藤田幸司らは高齢者の居場所づくりに関

する研究を行い、社会参加が乏しい高齢者は地

域で孤立しがちになる可能性が高いことを明ら

かにしている。この研究は、高齢者の自殺リス

クを軽減するために、地域における高齢者の居

場所づくりの施策の拡大が重要であることを示

唆している。

（考察） 

 多様な研究背景を有する８名の研究分担者

が３年間に実施した研究成果は、地域の実情に

応じた自殺対策を推進するための包括的支援モ

デルの構築に最終的に寄与することができた。

自殺対策の国際的な研究動向を十分に踏まえ

て、本研究では、最終的にコミュニティー・エ

ンゲージメントの理念に基づく包括的支援モデ

ルを構築し、提示することができた。我々は、

世代別かつ場の設定のアプローチに基づく政策

群を、海外の先進的な好事例の導入を念頭にお

きつつ、我が国の地域の実情に応じた包括的支

援モデルを提示した。2016 年の改正自殺対策

基本法の施行と 2017 年の自殺総合対策大綱の

公表により、地域の実情を踏まえて地域自殺対

策計画を策定し実施することが日本のすべての

自治体（都道府県と市町村）に求められた。法

の施行から４年が経過し、改正された自殺対策

基本法の理念に基づく地域自殺対策が着実に実

施されつつある。

一方で、改正当時とは社会情勢が変化し新た

な対応が求められている領域がある。IT 社会

の進展に伴うストリーミング動画のリアリティ

ー番組による誹謗中傷と出演者の自殺問題、有

名人の自殺報道の問題点、COVID-19 のパンデ

ミックに伴う経済危機と自殺リスクの高まりな

どは一例に過ぎないが、社会の進化に伴う自殺

問題は新たな課題を提起している。IT メディ

アによる自殺問題や新興感染症流行に必ず付随

するスティグマへの対策は自殺対策の根本に横

たわる課題として取り組まれる必要がある。

これらの新たな課題に対しては新たな発想に

基づく研究が求められると思いがちだが、本研

究により行われた多様な研究成果は、このよう

な新たな政策課題の展開方策にも資するものと

考えられる。例えば、ソーシャル・キャピタル

の醸成や居場所づくり活動の政策展開は高齢者

のみならず、孤立しがちな若者の自殺対策とし

ても適用できる可能性がある。メディアと自殺
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図 5．改正自殺対策基本法施行（2016 年） 
以降に新たに表面化した自殺問題と

その対応方策

対策に関する本研究の成果は、基本的にはソー

シャルメディアの特性を十分に考慮にいれれ

ば、ストリーミング動画サービスに伴う自殺問

題にも適用可能である。関連諸施策との連動に

基づく地域自殺対策包括支援モデルの具体的な

展開、地域自殺対策を支える最新の統計分析と

その活用、適切な医療保健福祉モデルの構築等

の各研究領域において、本報告で示された研究

成果は有用であると考えられる。
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表１．⾃殺対策推進のための包括的⽀援モデル：本研究で検討された諸要因 

図１．年代別要因に⾒た包括的⽀援モデルの⾒取り図 

自殺対策推進のための包括的支援モデル
本研究で検討された諸要因

（１）地域環境要因： コミュニティーエンゲージメント、社会参加
（２）居住環境要因： 都市部と農村部
（３）年代別要因 ： 若者、壮年者、⾼齢者
（４）保健医療要因： 精神科医療体制、地域保健体制
（５）社会福祉要因： ⽣活保護・⽣活困窮、寄り添い⽀援事業
（６）教育環境要因： SOSの出し⽅に関する教育、⾃殺予防教育の国際⽐較
（７）職場環境要因： ハラスメント法制の国際的動向
（８）IT環境要因 ： SNS相談・オンライン相談の最新の動向
（９）メデイア要因： メデイアと⾃殺（WHOのガイドライン）
（１０）統計整備要因： 公的ミクロデータ活⽤、死亡情報データと死因究明制度

自殺対策推進のための包括的支援モデル（１）

若者 高齢者壮年者
年 代 別 要 因

子どもの貧困
東京都足立区

SOS出し方教育
北海道プロジェクト

寄り添いPS事業
生活困窮・生活保護
足立区プロジェクト

精神科救急医療体制
若者の自傷行動
自殺未遂者ケア

韓国の子ども若者
の自殺対策

米国Crisis 
Text Line

フランスのSOS
Amitie

高齢者の社会参加
ソーシャル・キャピタルの醸成

秋田プロジェクト
自殺対策と生活支援の連関

小田原プロジェクト

コミュニティーエンゲージメントと自殺対策
デリー・ロンドンデリー（北アイルランド）

メデイアと自殺対策
WHOのガイドライン2017年最新版の公表と社会実装

死因究明究明制度の国際比較

公的ミクロ統計データ活用
政策企画の基盤的研究国

内
研
究

国
際
研
究

韓国の自殺予防法
オンライン自殺誘発

情報政策

SOS出し方教育社会実装に向けた
実践モデルの提示（金子、2019）

自殺総合政策研究掲載論文

職場におけるハラスメント
メンタルヘルスと法制度
日本とフランスの比較
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図 2．研究⼿法の分類で⾒た包括的⽀援モデルの⾒取り図 

図 3．⼦ども・若者の⾃殺対策に焦点を当てた包括的⽀援モデルの⾒取り図 

自殺対策推進のための包括的支援モデル（２）

政策研究 介入研究・疫学研究 訪問調査研究・質的評価研究
研 究 手 法 に よ る 分 類

米国Crisis Text Line
ニューヨーク

フランスのSOS Amitie
パリ

韓国の子ども若者の自殺対策
ソウル・水原

SOS出し方教育
北海道プロジェクト

札幌 夕張

コミュニティーエンゲージメント
と自殺対策

デリー・ロンドンデリー子どもの貧困
東京都足立区

寄り添いPS事業
生活困窮・生活保護
足立区プロジェクト

自殺対策と生活支援の連関
小田原プロジェクト

高齢者の社会参加
ソーシャル・キャピタル醸成

秋田プロジェクト

精神科救急医療体制
若者の自傷行動自殺未遂者ケア

死因究明究明制度の国際比較

公的ミクロ統計データ活用
政策企画の基盤的研究

メデイアと自殺対策
WHOのガイドライン2017年

最新版の公表と社会実装

韓国の自殺予防法
オンライン自殺誘発情報政策

職場におけるハラスメント
メンタルヘルスと法制度
日本とフランスの比較

国
内
研
究

国
際
研
究

SOS出し方教育社会実装に向けた
実践モデルの提示（金子、2019）

自殺総合政策研究掲載論文

学校の場における自殺対策教育のエビデンス
海外のプログラムと SOS の出し方に関する教育の比較

（自殺総合政策研究 第1巻 第2号,12～13頁）

自殺対策推進のための包括的支援モデル（３）

子 ど も・若 者 の 自 殺 対 策
SNS相談・オンライン相談 SOSの出し方に関する教育 疫学的研究・子どもの貧困研究

米国Crisis Text Line
ニューヨーク

フランスのSOS Amitie
パリ

韓国の子ども若者の自殺対策
ソウル・水原

子どもの貧困
東京都足立区SOS出し方教育

北海道プロジェクト
札幌 夕張

SOS出し方教育社会実装に向けた
実践モデルの提示（金子、2019）

自殺総合政策研究掲載論文
寄り添いPS事業

生活困窮・生活保護
足立区プロジェクト

精神科救急医療体制
若者の自傷行動自殺未遂者ケア

韓国の自殺予防法
オンライン自殺誘発情報政策

ソウル

メデイアと自殺対策
WHOのガイドライン2017年最新版の公表と社会実装

学校の場における自殺対策教育のエビデンス
海外のプログラムと SOS の出し方に関する教育の比較

（自殺総合政策研究 第1巻 第2号,12～13頁）

国
内
研
究

国
際
研
究

公衆衛生学からみた若者の自殺対策の現状について
（自殺総合対策研究第１巻第２号, 14~15頁）
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図 4．コミュニティーエンゲージメントの理念に基づく包括的⽀援モデルの構築 

図 5．改正⾃殺対策基本法施⾏（2016 年）以降に新たに表⾯化した⾃殺問題と 
その対応⽅策 

コミュニティーエンゲージメントの理念に
基づく包括的支援モデルの構築

子ども・若者対策 高齢者対策壮年者対策

学校の場、家庭の場
地域の場、IT空間の場

職場、地域の場
IT空間の場
経済活動の場

地域の場
家庭の場
施設の場

SNS相談、オンライン相談
（体制整備、人材育成等）

自殺未遂者対策
精神科救急体制整備

SOSの出し方教育
（教育部門と地域保健部門の連携

メデイアと自殺対策
（WHOガイドライン周知等）

海
外
先
進
好
事
例
の
導
入
の
検
討

子どもの貧困対策
（保健と福祉の連携）

ハラスメント対策
法制度の整備と周知

ITメデイアを利用した
労働衛生体制の推進

過労自殺対策
長時間労働対策

小規模事業所の労働衛生
体制の推進

高齢者の社会参加

地域づくり活動による
ソーシャル・キャピタル

醸成

高齢者の孤立防止
居場所づくり活動

高齢者の生活機能の維持
認知症予防対策

介護者への支援の強化

公正、正義、エンパワメント、参加、自己決定
fairness, justice, empowerment, participation, self-determinatioon

有名人に対する
ルサンチマン
嫉み・嫉み

匿名という隠れ蓑
誹謗中傷の暴走を許容する

ネット社会

希薄な人権意識
様々な背景を持つ人々が

平等に参加できるSNSの仕組み

メデイアの自殺対策
役割の自覚と指針の遵守

SNS相談の推進
自殺未遂者対策の推進

社会全体で
スティグマを取り除く

対策の推進
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